
水産基盤整備事業（公共）
【４，０９７百万円】

対策のポイント
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・
減災対策を推進します。
・水産業の成長産業化に向けて、消費・輸出の拡大を図るため、漁港の衛生
管理対策や水産資源の回復対策を推進します。

＜背景／課題＞
・自然災害に備えた防災・減災を図るため、漁港施設の地震・津波対策や長寿命化対策
が必要です。

・水産業の成長産業化を実現し、消費・輸出の拡大を図るため、拠点漁港における衛生
管理対策、水産資源を回復するための漁場整備が必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における陸揚岸壁の耐震化の推進
（20％（平成21年度）→概ね65％（平成28年度））

○流通拠点漁港における高度に衛生管理される水産物の取扱量の増加
（29％（平成21年度）→概ね70％（平成28年度））

○水産環境整備による水産資源の生産力向上
（概ね11万トンの増産（平成28年度））

＜主な内容＞

１．自然災害に備えた漁港施設の防災・減災対策 ２，８６８百万円
地震・津波、台風等の自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁

港施設の地震・津波対策、長寿命化対策を推進します。
直轄漁港整備事業 １，３５０百万円
水産流通基盤整備事業 １１４百万円
水産物供給基盤機能保全事業 ３９４百万円
漁港施設機能強化事業 ４８４百万円
水産生産基盤整備事業 ５２６百万円
国費率：10／10（うち漁港管理者２／10等）、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

２．国産水産物の衛生管理や資源回復のための基盤強化対策 １，２２９百万円
国産水産物の輸出促進及び国内市場における競争力強化を図るため、拠点漁港に

おける衛生管理対策等を推進します。また、海域全体の生産力の底上げなど資源回
復のための漁場整備を推進します。

フロンティア漁場整備事業 ２８５百万円
水産流通基盤整備事業 ３７６百万円
水産環境整備事業 ５６８百万円
国費率：10／10（うち関係県１／４）、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］

[平成26年度補正予算の概要]



水産基盤整備事業（平成26年度補正予算 4,097百万円） 

○ 自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・減災対策を推進。 
○ 水産業の成長産業化に向けて、消費・輸出の拡大を図るため、拠点漁港の衛生管理対策や水産資源の回復対策を推進。 
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